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平成２６年度決算検査報告に掲記した事項等の総件数は５７０件であり、指摘金額は計１５

６８億６７０１万円である。この内訳は次のとおりである。

左記の掲記件数のうち
事 項 等 掲 記 件 数 指 摘 金 額

背景金額を掲記した件数

６件 －収 ２１億３３４０万円

４４４件 －不 当 事 項 支 １４３億３１９６万円

４５０件 －１６４億６５３７万円

意 見 を 表 示 し 又 は
処置を要求した事項

２件 －収 ７６１９万円
34条関係

１４件 １件支 ６０２億７１４９万円

９件 ６件34条及び36条関係 支 ５７億５３１０万円

１件 －収 １９８９万円
36条関係

２３件 １５件支 ６０億５８００万円

４９件 ２２件７２１億７８６７万円

本院の指摘に基づき
５７件 １５件当局において改善の 支 ６９０億４８６１万円

処 置 を 講 じ た 事 項

＜９件分＞収 ９件
２２億２９４８万円

＜５２７件分＞支 ５４７件
１５４６億３７５２万円指 摘 事 項 計

＜５３６件分＞
１５６８億６７０１万円５５６件

国会及び内閣に対する
６件報 告 （ 随 時 報 告 ）

国会からの検査要請
２件事 項 に 関 す る 報 告

特 定 検 査 対 象 に
６件関 す る 検 査 状 況

＜５３６件分＞
１５６８億６７０１万円総 計 ５７０件

（注１） 収 は収入に関するもので、 支 は支出等に関するものである。
（注２）金額は１万円未満を切り捨てているので、集計しても合計額と一致しない場合がある。
（注３）「意見を表示し又は処置を要求した事項」及び「本院の指摘に基づき当局において改善の処置を講じた事項」には、

複数の事態について取り上げているため指摘金額と背景金額の両方があるものが計１８件ある。
（注４）「不当事項」と「意見を表示し又は処置を要求した事項」の両方で取り上げているもの及び「不当事項」と「本院の

指摘に基づき当局において改善の処置を講じた事項」の両方で取り上げているものがあり、それぞれその金額の重複分
を控除しているので、各事項の金額を合計しても計欄の金額とは一致しない。



件 件 件 件 件 件

収 1 収 0 収 #VALUE! 収 0 収 #VALUE! 収 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 10 支 1 支 1 支 1 支 3 支 16

支 1 支 1 支 0 支 0 支 0 支 2

支 0 支 0 支 0 支 2 支 1 支 3

収 1 収 0 収 #VALUE! 収 0 収 #VALUE! 収 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 2 支 2

支 23 支 0 支 0 支 1 支 2 支 26

収 2 収 0 収 #VALUE! 収 0 収 #VALUE! 収 2

支 273 支 4 支 1 支 6 支 6 支 290

支 25 支 1 支 1 支 1 支 6 支 34

支 7 支 0 支 0 支 2 支 1 支 10

収 1 収 0 収 #VALUE! 収 0 収 #VALUE! 収 1

支 38 支 0 支 3 支 5 支 7 支 53

【参考１】
　　　　　平成２６年度決算検査報告掲記事項の府省・団体別、事項別件数金額総括表

国 土 交 通 省

1356万円 0 #VALUE! 0 #VALUE!

(3億5368万円) (28億7111万円)
9億4884万円 0 2億1201万円 1億3973万円 22億2489万円 34億3609万円

(25億4399万円)
(1469億5929万円)

(9億4127万円) (8814万円)
(9億4127万円)

(3億5368万円)
(194億1962万円) (41億4178万円) (194億1962万円)

1356万円

(6億8214万円) (1469億5929万円) (6億8214万円)
(25億4399万円) (28億7111万円)

(41億4178万円)

経 済 産 業 省 8484万円 万円 万円 5602万円

農 林 水 産 省

3億0284万円

6598万円 2億0684万円
(100億4835万円) (100億4835万円)

(8814万円) (171億9000万円)
(171億9000万円) (828億6896万円)

(30億2387万円)
(7億0706万円)

11億7335万円 9億3215万円 (828億6896万円) 195億2700万円

98億4031万円 3345万円 54億4137万円 221億1820万円 407億9245万円

219億3534万円

2億7219万円
(1兆4984億円)

厚 生 労 働 省

14億4456万円 0 #VALUE! 0 #VALUE! 14億4456万円

文 部 科 学 省 2億2917万円 0 0 (1兆4984億円) 6647万円

(639億8846万円) (5億1302万円) (30億2387万円) (7億0706万円) (639億8846万円)
(5億1302万円)

40億7194万円

2億7580万円

0 0 0 0 153億7688万円 153億7688万円

財 務 省
2億7580万円 0 #VALUE! 0 #VALUE!

23億7543万円
(5億1925万円) (5億1925万円)

(204億1801万円) (204億1801万円)

外 務 省 0 0 1628万円 23億5915万円

法 務 省
416万円 3171万円 0 0 0 3587万円

総 務 省
13億5682万円 2550万円 42億4977万円 3億2167万円 2億3255万円

内 閣 府
( 警 察 庁 )

0 0 0 0 1471万円 1471万円

内 閣 府
( 宮 内 庁 )

61億8631万円

0 0 0 0 952万円 952万円

3億9400万円

0 0 0 0 10億8240万円 10億8240万円

内 閣 府
(内閣府本府)

3億9400万円 0 #VALUE! 0 #VALUE!

会計検査院法
第３４条関係

会計検査院法
第３４条及び
第３６条関係

会計検査院法
第３６条関係

　　　　　事項

府省又は
　　団体名

不 当 事 項
意見を表示し又は処置を要求した事項

本院の指摘に基
づき当局におい
て改善の処置を
講 じ た 事 項

計
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件 件 件 件 件 件

支 4 支 1 支 1 支 0 支 1 支 7

収 1 収 1 収 #VALUE! 収 1 収 #VALUE! 収 3

支 4 支 4 支 0 支 1 支 2 支 11

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 5 支 0 支 0 支 0 支 0 支 5

支 1 支 0 支 0 支 0 支 0 支 1

支 0 支 1 支 0 支 0 支 0 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 0 支 1 支 1 支 0 支 2

支 0 支 0 支 1 支 0 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 2 支 0 支 0 支 0 支 0 支 2

支 3 支 0 支 0 支 0 支 0 支 3

支 11 支 0 支 0 支 0 支 0 支 11

支 1 支 0 支 0 支 0 支 0 支 1

362万円

独立行政法人
家 畜 改 良
セ ン タ ー 2734万円 0 0 0 0 2734万円

独立行政法人
種 苗 管 理
セ ン タ ー 362万円 0 0 0 0

1489万円
(2億5341万円) (2億5341万円)

独立行政法人
農林水産消費安
全技術センター 1174万円 0 0 0 0 1174万円

独立行政法人
国立青少年教育
振 興 機 構

0 0 0 0 1489万円

新関西国際空港
株 式 会 社

0 0 (16億7785万円) 0 (16億7785万円)

5720万円

独立行政法人
情 報 通 信
研 究 機 構 0 0 0 0 1億3943万円 1億3943万円

独立行政法人
国立公文書館

0 0 0 0 5720万円

5266万円
(6054万円) (6054万円)

日本年金機構 0 0 2547万円 0 0 2547万円

全 国 健 康
保 険 協 会 0 0 0 0 5266万円

(301億円) (301億円)

(37億8079万円)

西 日 本 高 速
道路株式会社

0 0 0 0 (49億4332万円) (49億4332万円)

中 日 本 高 速
道路株式会社

0 0 0 0 (37億8079万円)

3億4870万円

東 日 本 高 速
道路株式会社

0 0 0 0 (38億8641万円) (38億8641万円)

中 間 貯 蔵 ・
環境安全事業
株 式 会 社 0 3億4870万円 0 0 0

株 式 会 社
日 本 政 策
金 融 公 庫 0 0 0 0 2986万円 2986万円

1671万円

東 京 地 下
鉄 株 式 会 社

920万円 0 0 0 0 920万円

日本私立学校
振 興 ・ 共 済
事 業 団 1671万円 0 0 0 0

(102億5687万円)

1億3588万円 4億0292万円 2億7357万円 0 7億1178万円 15億2415万円

環　境　省

防　衛　省

(5兆2013億円)
(102億5687万円)

7405万円

8億1389万円 483億9028万円 0 (5兆2013億円) 6335万円 492億6752万円

547万円 4869万円 #VALUE! 1989万円 #VALUE!

　　　　　事項

府省又は
　　団体名

不 当 事 項
意見を表示し又は処置を要求した事項

本院の指摘に基
づき当局におい
て改善の処置を
講 じ た 事 項

計
会計検査院法
第３４条関係

会計検査院法
第３４条及び
第３６条関係

会計検査院法
第３６条関係

独立行政法人
水 産 大 学 校

1653万円 0 0 0 0 1653万円
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件 件 件 件 件 件

支 11 支 0 支 0 支 0 支 0 支 11

支 2 支 0 支 0 支 0 支 0 支 2

支 1 支 0 支 0 支 0 支 0 支 1

支 1 支 0 支 0 支 0 支 0 支 1

支 7 支 0 支 0 支 0 支 0 支 7

支 5 支 0 支 0 支 0 支 0 支 5

支 0 支 0 支 1 支 0 支 0 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 0 支 0 支 1 支 2 支 3

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 1 支 0 支 0 支 0 支 0 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 1 支 0 支 0 支 0 支 0 支 1

支 1 支 0 支 0 支 1 支 0 支 2

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 1 支 0 支 0 支 0 支 1

収 0 収 1 収 #VALUE! 収 0 収 #VALUE! 収 1

支 1 支 0 支 0 支 0 支 0 支 1
0 0 0 548万円

2億0370万円

独立行政法人
国立病院機構

0 2750万円 #VALUE! 0 #VALUE! 2750万円

548万円 万円

独立行政法人
労 働 者 健 康
福 祉 機 構 2億0370万円 0 0 0

(3413万円)

独立行政法人石
油天然ガス・金
属鉱物資源機構 0 0 0 0 4252万円 4252万円

49億3985万円

独立行政法人
鉄 道 建 設 ・
運 輸 施 設
整備支援機構

2034万円 0 0 648万円 0 2682万円
(3413万円)

独立行政法人
日本スポーツ
振興センター 49億3985万円 0 0 0 0

3億8469万円

独立行政法人
宇宙航空研究
開 発 機 構 0 0 0 0 28億9627万円 28億9627万円

独立行政法人
理化学研究所

0 0 0 0 3億8469万円

4662万円

独立行政法人
日本学術振興会

645万円 0 0 0 0 645万円

独立行政法人
新エネルギー・
産業技術総合
開 発 機 構

0 0 0 0 4662万円

1040万円

独立行政法人
国際協力機構 0 0 0 0 9億0540万円 9億0540万円

(1億5616万円) (1億5616万円)

独立行政法人
農 畜 産 業
振 興 機 構 0 0 0 0 1040万円

1123万円

独立行政法人
産 業 技 術
総 合 研 究 所

0 0 2668万円 0 0
(46億5698万円) (46億5698万円)

独立行政法人
水 産 総 合
研究センター 1123万円 0 0 0 0

2668万円

2059万円

独立行政法人
森林総合研究所

9485万円 0 0 0 0 9485万円

独立行政法人
国際農林水産業
研究センター 2059万円 0 0 0 0

独立行政法人
農 業 環 境 技
術 研 究 所 6499万円 0 0 0 0 6499万円

独立行政法人
農業生物資源
研 究 所 4億5561万円 0 0 0 0

独立行政法人
農業・食品産業
技 術 総 合
研 究 機 構

　　　　　事項

府省又は
　　団体名

不 当 事 項
意見を表示し又は処置を要求した事項

本院の指摘に基
づき当局におい
て改善の処置を
講 じ た 事 項

計
会計検査院法
第３４条関係

会計検査院法
第３４条及び
第３６条関係

会計検査院法
第３６条関係

4億8855万円 0 0 0 0 4億8855万円

4億5561万円
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件 件 件 件 件 件

支 0 支 0 支 0 支 1 支 1 支 2

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 1 支 0 支 0 支 0 支 0 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 1 支 0 支 0 支 0 支 0 支 1

支 1 支 0 支 0 支 0 支 0 支 1

支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 1 支 1

支 0 支 0 支 0 支 0 支 2 支 2

支 0 支 0 支 0 支 1 支 0 支 1

支 0 支 1 支 0 支 0 支 0 支 1

支 1 支 0 支 0 支 0 支 0 支 1

収 6 収 2 収 #VALUE! 収 1 収 #VALUE! 収 9

支 444 支 14 支 9 支 23 支 57 支 547

計 450 計 16 計 9 計 24 計 57 計 556
164億6537万円 603億4768万円 57億5310万円 60億7789万円 690億4861万円 1568億6701万円

57億5310万円 60億5800万円 690億4861万円 1546億3752万円

1110万円

合計

21億3340万円 7619万円 #VALUE! 1989万円 #VALUE! 22億2948万円

143億3196万円 602億7149万円

横 浜 港 埠 頭
株 式 会 社

1110万円 0 0 0 0

日 本 郵 便
株 式 会 社

0 0 0 0 4億5031万円 4億5031万円

0

独立行政法人
農業者年金基金

0 5872万円 0 0 0 5872万円

一般財団法人
民間都市開発
推 進 機 構 0 0 0 0 0

2360万円
(6161万円) (6161万円)

西日本電信電話
株 式 会 社 0 0 0 0 404万円 404万円

東日本電信電話
株 式 会 社 0 0 0 0 2360万円

(1205万円) (1205万円)

(1億0294万円)

首 都 高 速
道路株式会社

0 0 0 0 1910万円 1910万円

352万円

大学共同利用機
関法人自然科学
研 究 機 構

0 0 0 7645万円 7645万円
(1億0294万円)

国立大学法人
長 岡 技 術
科 学 大 学 352万円 0 0 0 0

(19億2661万円)

国立大学法人
東 京 医 科
歯 科 大 学 905万円 0 0 0 0 905万円

独立行政法人
住 宅 金 融
支 援 機 構 0 0 0 0 (19億2661万円)

3465万円

独立行政法人
地 域 医 療 機
能 推 進 機 構 330万円 0 0 0 0 330万円

独立行政法人
日本原子力研究
開 発 機 構 0 0 0 0 3465万円

独立行政法人
都市再生機構 0 0 0 (1302億3081万円)

　　　　　事項

府省又は
　　団体名

不 当 事 項
意見を表示し又は処置を要求した事項

本院の指摘に基
づき当局におい
て改善の処置を
講 じ た 事 項

計
会計検査院法
第３４条関係

8409万円 8409万円
(1091億7858万円) (1302億3081万円)

(1091億7858万円)

会計検査院法
第３４条及び
第３６条関係

会計検査院法
第３６条関係
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○　上記の各事項のほか、「国会及び内閣に対する報告」(随時報告)が６件、「国会からの検査要請事項に関する報告」が２件、

「特定検査対象に関する検査状況」が６件あり、これらを含めた掲記件数は５７０件である。

（注１） 収 は収入に関するもので、 支 は支出等に関するものである。

（注２） 金額は１万円未満を切り捨てているので、集計しても合計額とは一致しない場合がある。

（注３） （　）内の金額は背景金額であり、個別の事案ごとにその捉え方が異なるため金額の合計はしていない。

（注４） 外務省のうち1件及び独立行政法人国際協力機構の１件は、外務省及び独立行政法人国際協力機構の両方に係る指摘であ

り、金額は外務省のみに計上している。また、件数の合計に当たっては、その重複分を控除している。

（注５） 厚生労働省のうち１件及び独立行政法人労働者健康福祉機構の１件は、厚生労働省及び独立行政法人労働者健康福祉機

構の両方に係る指摘であり、金額の合計に当たっては、その重複分を控除している。

（注６） 厚生労働省のうち１件及び日本年金機構の１件は、厚生労働省及び日本年金機構の両方に係る指摘であり、金額は厚生

労働省のみに計上している。また、件数の合計に当たっては、その重複分を控除している。

（注７） 厚生労働省のうち１件及び日本年金機構の１件は、同一の業務に係る指摘である。また、金額は日本年金機構のみに計

上している。

（注８） 国土交通省のうち１件及び一般財団法人民間都市開発推進機構の１件は、国土交通省及び一般財団法人民間都市開発推

進機構の両方に係る指摘であり、金額は国土交通省のみに計上している。また、件数の合計に当たっては、その重複分を控除して

いる。

（注９） 「不当事項」と「意見を表示し又は処置を要求した事項」の両方で取り上げているもの（①労働者災害補償保険の休業

補償給付等に関するもの、②雇用保険の特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金）に関するもの、③国民健康

保険の療養給付費負担金に関するもの、④国民健康保険の財政調整交付金に関するもの、⑤生活保護費に係る返還金等債権の管理

に関するもの、⑥障害者自立支援給付費負担金に関するもの、⑦住宅・建築物省エネ改修推進事業等に関するものと、「不当事

項」と「本院の指摘に基づき当局において改善の処置を講じた事項」の両方で取り上げているもの（⑧地域活性化・経済危機対策

臨時交付金に関するもの、⑨義務教育費国庫負担金に関するものがあり、それぞれその金額の重複分を控除しているので、各事項

の金額を集計しても計欄の金額とは一致しない。

（注１０）「意見を表示し又は処置を要求した事項」及び「本院の指摘に基づき当局において改善の処置を講じた事項」には、複

数の事態について取り上げているため指摘金額と背景金額の両方があるものが計１８件ある。

‐8‐
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【 】参考２

掲記件数、指摘金額の推移（平成17～26年度決算検査報告）

年 度 掲 記 件 数 指 摘 金 額

平成17 473件 452億9727万円

18 451件 310億6420万円

19 981件 1253億6011万円

20 717件 2364億5000万円

21 986件 1兆7904億8354万円

22 568件 4283億8758万円

23 513件 5296億0742万円

24 630件 4907億4510万円

25 595件 2831億7398万円

26 570件 1568億6701万円

(注) 掲記件数には「国会及び内閣に対する報告」(随時報告)、「国会からの

検査要請事項に関する報告」及び「特定検査対象に関する検査状況」の件

数も含まれている。

【 】参考３

指摘金額と背景金額

「指摘金額」

指摘金額とは、租税や社会保険料等の徴収不足額、工事や物品調達等に係る過大な

支出額、補助金等の過大交付額、管理が適切に行われていない債権等の額、有効に活

用されていない資産等の額、計算書や財務諸表等に適切に表示されていなかった資産

等の額等である。

「背景金額」

背景金額とは、検査の結果法令、制度又は行政に関し改善を必要とする事項がある

と認める場合や、政策上の問題等から事業が進捗せず投資効果が発現していない事態

について問題を提起する場合等において、上記の指摘金額を算出することができない

ときに、その事態に関する支出額や投資額等の全体の額を示すものである。なお、背

景金額は個別の事案ごとにその捉え方が異なるため、金額の合計はしていない。
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